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はじめに

砂防施設の整備が進まない土砂災害危険区域では,まずは想定被害情報の高度化が必要となる。従来からの

公助によるソフト対策の強化に加え,自宅などでの垂直避難による安全性や財産の損失につながる住宅の被

害程度の予測といった個別の家屋診断技術,土砂災害に対する安全を確保し被害損失を最小化できるセミハ

－ドの家屋構造改良技術などが今後は重要になると考えられる。

近年の土砂災害被災地における家屋被災度データ(三重大学森林環境砂防学研究室調査)と土石流の横断方

向流速分布を考慮した流体力の計算値をもとに,土石流流体力と木造家屋被災度との関係を整理し, 土石流氾

濫・堆積区域における木造家屋の破壊限界(特に家屋水平移動・流失限界)について考察した。

研究方法

家屋被災デ－タは, 次の 83 軒の調査結果を用いた。

2011 年：三重県南牟婁郡紀宝町高岡地区「蛇崩川」，浅里和田地区「大和田川」木造家屋 7 軒，2012 年：

熊本県阿蘇市一の宮町手野地区東手野，三野地区塩井，坂梨地区福岡，熊本県阿蘇郡南阿蘇村立野地区新所

木造家屋 32 軒，2014 年：広島県広島市安佐南区八木 3,4 丁目，緑井 8 丁目，木造家屋 41 軒,鉄筋コンクリ-
ト 1 軒，2016 年：岩手県岩泉町浅内地区，木造家屋 2 件

現地調査項目は，土石流氾濫堆積範囲，地盤勾配，家屋の位置，家屋の被災度，土石流の流動深などであ

る。ここで，家屋の被災度の区分は，「流失」，「水平移動」，「全壊」，「半壊」,「損壊」，「軽微な土砂堆積」と

した。「流失」は,家屋の基礎しか残っていない状態,「水平移動」は,柱や壁の損傷は少ないが,家屋が基礎から

離れて移動した状態,「全壊」は, 家屋の柱の一部が破壊され，壁も破壊されている状態,「半壊」は, 家屋の

壁の一部が破壊されている状態,「損壊」は, 家屋の開口部(窓やドア)の一部が破壊されている状態,「軽微な

土砂堆積」は, 家屋の内部への土砂流入はみられないが，家屋周辺に土砂が堆積している状態を示す。土石流

の後続流の範囲には，耐力壁が大きく破壊されるなどの被害はない(開口部の破壊はある)と判断し，本研究で

は，前述の全ての被災形態が認められた土石流本体部の範囲のみを対象とした。土石流流体力の算出に必要

となる土石流流動深は, 家屋の壁面や塀等での流下痕跡を計測した値を基本とし，家屋の地盤高を考慮した

値を適用した(土石流が家屋に衝突した直後の堰上げ高は考慮しない)。土石流の流速(土石流の流下中心線上

の速度)は，マニングの抵抗則を準用し,粗度係数は，発災前の氾濫・堆積区域での土地被覆状態などを参考に

して，0.03～0.06 とした。ただし，今回対象とした上記の土砂災害対象地では,映像資料等の解析に基づく実

際の土石流の流速データは得られていないため，マニング式によって求めた流速の妥当性は議論できない。

また，土石流本体部の流れが対象であるため，市街地での河川の洪水氾濫流計算 1)のように，家屋群の占有

面積率に応じて粗度係数を調整することは行っていない。土石流の流れにおいては,中心線から横断方向に遠

くなると流速も遅くなることを踏まえ,水理模型実験により土石流の横断方向の流速分布を調べた。実験で使

用した水路は,流路幅 9.7 ㎝，流路長 250 ㎝，流路高 9.2 ㎝である。水路床には実験に用いる土砂(粒径：1～
2mm)と同じ粒径の砂をボンドで接着した粗度板を設置した。実験は 4 ケースで，移動床と固定床のそれぞ

れで勾配が 10°と 15°の場合で行った。移動床の実験では流路全体に 2cm の土砂を敷き詰めて上から水を

流し，固定床では 2cm の厚さで上流側から 92cm 下の地点まで土砂を敷き詰めて上流から水を与えた。土石

流の横断方向の流速分布を明らかにするために,流路の真上からビデオカメラ(CASIO EXILIM EX-100)のハ

イスピード動画撮影モード(240 コマ/ 秒)で撮影した．また,土石流の流動深を計測するために，側面からビデ

オカメラで撮影した。真上からハイスピードカメラで撮影した映像を PIV 解析ソフトウェア(Flow-PIV
ver.6.01 ライブラリー株式会社)を用いて解析した．次いで，既往研究 2)～4)を基にその近似式を算出すること

によって，土石流の横断方向の流速分布式を作成した。そして，この式を用いて，マニングの式で求めた 83
軒の家屋近傍での流速を補正し，横断方向の流速を求めた。土石流の流体力は，高橋の平衡土砂濃度式を用

いて土砂濃度を求めて土石流の流れの密度を計算し，これに流速(土石流の横断方向の流速分布式によって補

正した値)の二乗値と土石流流動深を乗じて算出した。得られた流体力の値を用いて，土石流氾濫・堆積区域

における木造家屋の被害度と破壊限界を考察した。

結果と考察

水理模型実験で発生させた土石流の基本的な流れの諸元は，流速：35～54cm/s，土砂濃度：0.3～0.5，流

量：230～680cm3/s である。また，相対水深は 7～13，流速係数は 3～4 である。

土石流のフロント部の流下映像を PIV 解析した結果の事例を図-1 に示す。今回の解析では流れの先端部近
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くで，流れが安定していると考えられる地点を決め，写真中に白線で示した。白線部において各ベクトルの

流速を判読して，横軸を土石流の中心からの距離，縦軸を流速とするグラフを作成し，流速分布を検討し,以
下の(1)式によって近似した。
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ここに，U：流速(cm/s)，Umax：最大流速(cm/s)(土石流の流下中心線上の流速)，b：土石流の流下中心線

から被災家屋までの横断方向の水平距離 ，B：土石流の流下中心線から横断方向の土石流堆積縁までの水平

距離，n’は定数

(1)式を用いて，流体力(F(kN/m))を以下の(3)式によって求めた。
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(2)式を用いて，家屋の被災度別に流体力を算出した結果を図-2 に示す。筆者らの研究から，2014 年 8 月

20 日の広島土石流災害の事例では，流出した木造家屋の住民，全壊の家屋の 1 階に居た住民は全員，死亡し

ている。それ以外の区域の木造家屋や全壊家屋の 2 階に居

た住民は，助かっていることが住民からのヒアリングやア

ン ケ － ト の 結 果 5)6) か ら 明 ら か に さ れ て い る 。                                          

図-2 の結果のみからは，垂直避難の効果を期待できない場

合のある「水平移動」の流体力下限値は約 100kN/m,垂直

避難の効果がない「流失」区域は約 150kN/m であること

がわかる。一方,実際の木造家屋(築年数 5 年の枠組壁工法

住宅)の引き倒し実験の事例において,実験で得られた荷重

－変形曲線では,1 階層間変形角が 1/33 の時に建物の最大

耐力 895kN が発現し,1/2.1 の時に保有耐力 0kN(倒壊)に至

ったこと,この実験の最大耐力は,軸組構法住宅の場合と同

程度であるとの報告がなされている 7)。その実験に使用さ

れた家屋の引き倒し方向と直角方向の張間面の長さは約

11m であることから,単純に前述の倒壊限界値を単位幅あ

たりに変換すると,約 80kN/m となる。この値は,前述の土

石流流体力の家屋水平移動限界値に近いが流失限界値の半

分程度の値である。また,壁倍率(3.0 を採用)から耐力壁の

最大水平耐力(壁力壁の最大耐力から耐力が 20%低下した

ところまでをエネルギ－的に等価な完全弾塑性モデルに置

換した全塑性耐力)を足し合わせた保有水平耐力 8)9)を計算

すると ,流れ方向 (桁行方向とした )の壁長の総計が

11m,20m,40m の場合,各々,約 110kN, 170kN,310kN とな

る。現時点では,図-2 に示す「流失」,「水平移動」の被災度

における流体力の値が破壊限界に近いのかあるいは破壊限

界値はそれらよりも低い値なのかは判断できないので,あ
くまでも現時点での経験値である。今後とも,家屋に作用し

た土石流の水理諸元のデ－タを蓄積するとともに,被災家

屋の詳細な破壊形態(耐力壁,柱や接合部の損傷等,被災前の

壁の分布と仕様等)を調べ,土砂水理,建築構造の両面から家

屋の破壊限界評価を行う必要がある。
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